












　心身障害児(者)に対する国の施策は,多年の間,関係福祉施設の設置運営と諸

手当,年金などの経済給付を重要な柱として進められてきた。もとより今日の

段階では,いうまでもなく,将来においても,各種障害の程度や種別に対応する

施設増設の必要性,経済的援護の必要性が軽減することはない。


